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第１章 計画策定にあたって 
１ 計画改定の背景 

最上町では、平成１９年３月、「少子高齢社会」「産業の振興」「医療福祉の充実」「生涯

学習」「交流人口拡大による活性化」など諸課題の解決に向け、情報化の面からの取り組み

として、行政情報・民間情報等の公開による情報の共有化を進め「自治協働のまちづくり」

の推進とＩＣＴ（情報通信技術）社会に対応した地域社会の構築を目指すために『最上町

情報化計画』を策定しました。 

また、平成２５年３月に、インターネットの普及や電子コミュニケーションの拡大に伴

う、住民ニーズを優先した質の高い行政サービスの提供を目的とした『第２次最上町地域

情報化計画』を策定し、電子自治体の具現化を始めとする情報化施策を推進してきました。 

一方、情報通信技術は日々急速に発達し、住民の生活スタイルの変化やマイナンバー制

度の施行、テレビ放送のデジタル化や防災行政無線のデジタル化への移行など、ＩＣＴの

伸展、国・県の動向や情報化施策を取り巻く目まぐるしい社会環境の変化等に対応するこ

とが必要です。 

そのため、『第４次最上町総合計画』に示す将来像の実現に向け、行政と地域の情報化へ

向けた課題等に対し、行政と地域が一体となってＩＣＴを総合的・効果的に活用し、住民

生活の質の向上を図る『第３次最上町地域情報化計画』を策定しました。 

２ 計画の方向性と期間 
地域情報化計画は、総合計画を「情報化」という手段を使い具現化するための計画とも

いえます。したがって、全ての町民がＩＣＴサービスの恩恵を享受できるように、町民や

地域のニーズ、情報化社会への対応、国や県の情報化施策を踏まえて、『第４次最上町総合

計画』に示したまちづくりの実現を目指した地域情報化計画とします。 

本町では、これまで庁内の情報化を推進し、各種業務を効率化するための情報システム

の導入や高速通信網（情報通信インフラ）の整備を行ってきました。 

今後は、これまで整備した情報通信インフラを活かしながら、防災や教育など住民の生

活の視点に立って、地域や行政の課題解決に取り組みます。 

本計画の計画期間は、平成３０年から平成３４年までの５か年としますが、情報化技術

の進展は急激であることから、社会情勢やＩＣＴ技術の動向、住民ニーズの変化を踏まえ

て、必要に応じて見直しを行いながら取り組みます。 
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第２章 国・県における地域情報化の取り組み 
１ 国における情報化の取り組み 

国においては、２００１年（平成１３年）に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本

法（ＩＴ基本法）」が施行され、内閣府に「高度情報通信ネットワーク推進戦略本部」が設

置されました。その後、ＩＴの基盤整備を推進する「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」（平成１３年１

月）を皮切りに、ＩＴの利活用を重視した「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」（平成１５年７月）、

ＩＴによる構造改革力を追求し２０１０年を見据えＩＴの基盤整備に取り組む「ＩＴ新改

革戦略」（平成１８年１月）、国民主役のデジタル技術の利活用を目指した「ｉ－Ｊａｐａ

ｎ戦略」（平成２１年７月）を順次策定し、ネットワーク基盤の整備やデジタル技術の利活

用に取り組んできました。 

また、総務省においては、ユビキタスネット社会（いつでも、どこでも、何でも、誰で

もつながるネットワーク社会）の実現を目標とした「ｕ－Ｊａｐａｎ構想」（平成１６年５

月）を発表し、少子高齢化社会における様々な課題の解決を図るため、効果的なＩＣＴの

利活用に取り組んでいます。 

さらに、平成２２年５月には、国民本位の電子行政の実現、地域の絆の再生、新市場の

創出と国際展開を重点戦略とし、過去のＩＴ戦略の延長線から離れ、新たな国民主権社会

の確立と我が国の持続的成長を支える「新たな情報通信技術戦略」を策定しました。 

平成２５年６月には、２０２０年までに「世界最高水準のＩＴ利活用社会を実現する」

ことを目標とした、「世界最先端ＩＴ国家創造宣言」を閣議決定し、毎年、内容の見直しを

行いながら、取り組みを展開しています。 

世界最先端ＩＴ国家創造宣言（平成28年５月） 

－ＩＴ利活用の更なる推進のための３つの重点項目－ 

【重点項目1】国・地方のＩＴ化・業務改革（ＢＰＲ）の推進 

◇国のＩＴ化・業務改革（ＢＰＲ）の更なる推進 

◇地方公共団体のＩＴ化・業務改革（ＢＰＲ）の推進 

◇ガバナンス体制の強化 

【重点項目２】安全・安心なデータ流通と利活用のための環境の整備 

◇利用者志向のデータ流通基盤の構築 

◇データ流通の円滑化と利活用の推進 

◇課題解決のためのオープンデータの「実現」 

【重点項目３】超少子高齢社会における諸課題の解決 

◇ビッグデータを活用した社会保障制度の変革 

◇マイナンバー制度等を活用した子育て行政サービスの変革 

◇ＩＴ利活用による諸課題の解決に資する取組 

・産業競争力の強化 

・地方創生の実現 

・マイナンバー制度を活用した国民生活の利便性の向上 
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２ 山形県における情報化の取り組み 
山形県では、高度情報化社会の幕開けにあたり、情報化を推進するうえでの県としての

取り組みの基本方向と施策の全体像を明らかにするため、平成８年１２月に、概ね５年間

を見通した「山形県情報化基本計画」を策定しました。 

その後、情報通信環境の整備や情報通信技術の活用能力の向上支援、質の高い公共サー

ビスの提供を目指した「山形県情報化推進計画」（平成１２年９月）、県や企業、学校、地

域などの関係機関の取り組みについて一定の方向性を示した「やまがたＩＴ戦略２００４」

（平成１６年３月）をそれぞれ策定しました。 

さらに、平成１９年２月には、人口減少や高齢化などの社会的背景、国のＩＴ戦略、こ

れまでの取り組みの成果と課題を踏まえ、各分野における重点施策を情報化の視点から体

系化し、より総合的、戦略的に推進する行動計画として「山形県情報化推進アクションプ

ラン２００７」を策定しました。 

これらの取り組みにより、ブロードバンドや携帯電話など情報通信基盤の整備が飛躍的

に進むとともに、行政に対する申請等の手続きをインターネットで行う「電子申請システ

ム」、県内の雨量や河川の水位情報をリアルタイムで提供する「河川・砂防情報システム」、

インターネットで入札を行う「電子入札システム」の運用など県民サービスの向上が図ら

れたほか、県基幹高速通信ネットワークの整備、行政事務の迅速化や簡素化を促す財務会

計や給与など全庁的に利用するシステムの高度化、市町村事務の共同アウトソーシングな

ど電子自治体化も着実に進展しています。 

平成２３年３月にはＩＣＴの効果的な利活用が、行政事務の簡素効率化や行政サービス

の向上はもとより、県民生活の利便性向上、地域課題の解決、地域・産業の活性化を図る

うえで重要なポイントになるという基本認識のもと、県民各層の生活の様々なステージや

産業活動等における効果的なＩＣＴ利活用の促進や、行政サービスの効率化・高度化を実

現する電子自治体の推進に向け、『やまがたＩＣＴ利活用ビジョン』を策定し、「第３次山

形県総合発展計画」に盛り込まれた関連施策の推進をはじめ、ＩＣＴの利活用を図るため

に中長期的な視点から直接あるいは間接（市町村や事業者を支援する・働きかけるなど）

に取り組む方向性を示しています。 
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やまがたＩＣＴ利活用ビジョン（平成2３年３月） 

【目 的】 

医療や福祉、防災等の安全・安心、教育、仕事や地域活動など、私たちの生活

に深くかかわっている様々な分野を例に、中長期的な視点からＩＣＴ利活用の方

向性を示し、ＩＣＴ利活用の新たなステージへの第一歩を踏み出すことにより、

「絆」を育み深めて共に支え助け合い、知恵や技に裏打ちされた優れた産業や、

豊かな自然や長い間培われてきた文化など様々な地域資源がいきいきと輝く、活

力ある山形を創り上げていく。 

【ポイント】 

ＩＣＴの効果的な利活用による、生活利便性の向上や地域・産業の活性化、行

政サービスの向上や行政の簡素効率化の一層の推進を図る。また、県の情報通信

基盤はほぼ完成型にまで整備が進んでおり、ＩＣＴを本格的に利活用するステー

ジが到来していることを踏まえ、今後県としてＩＣＴの利活用に取り組む方向性

を示す。 

【特 徴】 

ＩＣＴの利活用を身近に考えてもらうため、ライフステージや活動エリアなど

の視点からの利活用を事例的に提示。 

○ライフステージ［①園児・児童 ②生徒・学生 ③現役世代 ④高齢者］ 

例）ＧＰＳ利用見守りシステム、電子図書館、テレワークシステム、 

健康情報管理サービス など 

○活動エリア［①都市的地域 ②農山漁村的地域］ 

例）電子町内会システム、バス運行情報提供、 

デマンド交通利用システム など 

○職業分野［①農業 ②製造業 ③商業 ④観光業］ 

例）Ｗｅｂカメラ・センサーを活用した生産管理、 

マップとＱＲコードを連携した観光情報提供 など 

○生活分野［①防災・防犯 ②医療 ③交通］ 

例）データ放送による防災情報提供、テレビ電話による遠隔健康相談 など 
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第３章 最上町の情報化の現状と課題 
１ 情報通信ネットワークの整備状況 

本町では、平成１６年６月に４３局においてＡＤＳＬのサービスが提供され、平成１８

年３月には４４局・４５局、平成２０年７月に４２局へと、町内全域でサービスが提供さ

れました。 

その後、全国的な通信サービスの超高速化の流れや住民のニーズに対応し、光ファイバ

ーを使った超高速通信網の整備に取り組み、平成２６年１月からサービスが利用可能とな

りました。 

今後は、超高速通信網の利用率向上のほか、温泉街や観光案内所における公共無線（Ｗ

ｉ-Ｆｉ）の整備など、住民や来訪者のニーズに対応した情報通信ネットワークの整備を促

進することが必要です。 

２ 行政情報のネットワーク化 
行政の情報化・ネットワーク化について、庁舎内ネットワークや各部署のインターネッ

ト接続は済んでいます。 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）による電子文書交換システム・参加団体情報掲示

板、山形県と市町村で開発した電子申請システム「やまがた e 申請」が平成１９年３月か

ら運用されています。電子署名や添付書類の関係から利便性に課題が残るものの当町にお

いても活用されています。 

一方、平成２８年１月より、行政の効率化と国民の利便性向上、公平・公正な社会の実

現を目指す社会基盤である、社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）が導入され、平

成２９年７月からは国や他の地方自治体等との情報連携を行う情報提供ネットワークシス

テムの運用が開始される予定であり、行政サービスがより円滑に利用可能となります。 

３ 防災行政無線 
防災行政無線は、昭和６２年７月の放送開始以来、年次計画で設備の更新を行ってきま

した。設備の概要は、固定系が役場に親局が１局、集落に設置している屋外子局が５８局

となっています。他に、災害、火事などの緊急放送に対応した遠隔制御装置を消防署に設

置しています。各家庭などの戸別受信装置は、約７００個設置されており、そのうち受信

状態の悪い地区に３７本の３素子アンテナ受信装置と約１９０本のダイポールアンテナを

設置しています。 

今後は、電波法の改正に伴い、現在のアナログ方式からデジタル化に向けた整備が必要

です。 

また、難聴地域対策と最近の機密性の高い住宅事情を考えた、情報伝達方法の検討や災

害時の大規模な長時間の停電を想定した、緊急防災行政無線の整備や対策を考える必要が

あります。 
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４ 携帯電話・携帯端末 
本町での携帯電話は、単一の通信事業所でのエリアカバーはしていませんが、複数の事

業所のエリアを重ねれば山間部を除きほぼ通話可能となっています。 

利用形態も電話だけでなく、メールやインターネットの利用が増えています。さらに最

近では、無線ＬＡＮやワイヤレスブロードバンドの普及に伴い、持ち運び可能な情報端末

の高機能化・多機能化も急速に進んでいます。 

アンケート調査では、携帯電話の所持率は９割程度となっており、インターネット利用

の際に最も利用頻度が高い機器として「携帯電話」が半数を超えています。 

住民が情報の伝達・取得する際の携帯電話が担う役割が高まってきていることから、電

子メール機能や携帯端末を活用した情報の伝達・取得するサービスの充実が求められます。 

５ テレビの地上波デジタル放送 
平成２３年７月から、テレビは地上波デジタル放送に変わりました。当町は町内全域で

受信することが可能となっています。デジタルテレビはインターネットに接続することで

双方向通信機能も利用が可能となります。 

デジタルテレビが高機能な地域情報発信端末として、今後活用されることが期待されま

す。 

６ 行政情報の伝達と共有 
町の公式ホームページは平成１３年１月から公開し、見やすさ、活用しやすさを念頭に

更新を実施してきましたが、アンケート調査では約６割が「見たことが無い」と回答して

います。 

地域情報化は、町の諸課題の解決や、行政情報、暮らしの情報、タウン情報のほか、災

害情報など住民が必要とする情報を速やかに、適切に提供し共有を進めることが必要です。 

今後は、住民や各種団体のニーズにあった魅力あるきめ細やかな情報の提供や、情報の

作成・編集・保守・管理をするための法人化や産業化を含めた人材育成を進めながら、情

報の伝達方法の整備もあわせて進め、住民が必要としている情報を「いつでもどこでもだ

れでも」取得できる仕組みづくりが必要です。 

７ 地域情報化のスキルアップ対策 
地域の情報化を進めるためには、情報活用能力はもちろん、町民の安全・安心を確保す

るための情報セキュリティ対策や町民の利便性を考慮した情報提供能力の向上が必要です。 

町では、平成１９年６月に最上町セキュリティポリシーを策定し、平成２８年４月に見

直しを実施し、情報資産のセキュリティ対策について総合的・体系的かつ具体的に取りま

とめを行いました。 

地域の自主的な情報化の取り組みを推進していくために情報リテラシーだけでなく、情

報モラルやセキュリティについての知識の向上の促進を図る必要があります。 
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第４章 第３次地域情報化計画の基本構想と取り組み 
１ 地域情報化計画の基本構想 

第３次最上町地域情報化計画は、町の最上位計画である『第４次最上町総合計画』に沿

って策定しています。 

『第４次総合計画の基本構想』では、最上町の将来像を『人が元気 地域が元気 産業が

元気 ～キラリ輝く田園空間博物館の創造～』と定めており、地域情報化計画では、この将

来像の実現に向け、ＩＣＴを活用し、人がいきいきと暮らせるまちづくりや、活力のある

足腰の強い地域づくり、それらを産業の活性化につなげていくことを基本構想として取り

組みます。 

そして、基本構想における『人にやさしいまちづくり』『食にやさしいまちづくり』『環

境にやさしいまちづくり』『持続から発展のまちづくり』の４つの基本方針について、地域

情報通信基盤や地域情報ネットワーク網といった地域ＩＣＴを活用し、町民誰もがＩＣＴ

の恩恵を享受し、心身共に豊かに暮らすことができるまちづくりを目指します。 

２ 地域情報化計画の目標 
第４次総合計画の、４つの基本方針を目標とした施策の大綱を、情報化の面で補強し、

次世代に向けた地域情報化整備計画の目標として推進していきます。 

また、総合計画との整合性、住民アンケートの結果、国・県の情報化政策さらに社会的

な動向を踏まえながら、基本構想の実現に向けて、平成３０年度から３４年度までの 5 か

年を計画期間として、各種地域情報化施策を体系的、総合的かつ計画的に推進していきま

す。 
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３ 第４次総合計画と新しい情報化計画の施策体系 
総合計画及び 

地域情報化計画の大綱 

総合計画及び 
地域情報化計画の基本方針

「
キ
ラ
リ
輝
く
田
園
空
間
博
物
館
の
創
造
」

人
が
元
気

地
域
が
元
気

産
業
が
元
気

最上町の

将来像 

＜基本方針１＞ 

ＩＣＴを活用した 

人にやさしい 

まちづくり 

安全で安心して暮らせる、

ぬくもりに満ちた

まちづくり

＜基本方針2＞ 

ＩＣＴを活用した 

食にやさしい 

まちづくり 

地域資源をいかした活力

ある総合型産業の推進

＜基本方針３＞ 

ＩＣＴを活用した 

環境にやさしい 

まちづくり 

総合的な環境基盤の整備

による持続可能なまちづ

くり

＜基本方針４＞ 

ＩＣＴを活用した 

持続から発展の 

まちづくり 

住む喜びを分かち合い、

住んでみたいまちづくり

の推進

地域情報化計画の施策 
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４ 地域情報化計画の主な取り組み 
１）ＩＣＴを活用した『人にやさしいまちづくり』の推進 

～安全で安心して暮らせる、ぬくもりに満ちたまちづくり～ 

①信頼関係に支えられたまちづくりの推進に関する情報化 
住民と行政との良好なる信頼関係によって実践される「協働」のあり方と、よりきめ

細かな行政情報の提供のあり方を重視し、住民主導による個性的で総合的なまちづくり

に対応するために必要な情報化を推進します。 

◎防災行政情報無線やホームページによる情報の発信 
行政情報の提供は、住民と行政の信頼関係を深める重要な取り組みであるため、広報も

がみなどの紙面による情報提供とともに、防災行政情報無線を活用した音声情報やホー

ムページによる電子情報の提供の充実を図るなど、効果的な情報発信を行います。 

◎光回線の利用率向上に向けた取り組み 
住民の生活に必要不可欠な高速通信インフラの整備が図られたことから、情報提供やイ

ンターネット講習会等を通じ、高速通信の利便性に関するＰＲ・広報活動を行い、利用

率の向上を図ります。 

◎公共無線（Ｗｉ-Ｆｉ）の整備に向けた支援 
国内外からの観光交流の推進に向け、来訪者への情報提供や来訪者からの情報発信を強

化するため、温泉街や観光案内所等における公衆無線（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備を促進する

ため、必要な支援を展開します。 

◎電子申請等の推進
県の電子申請システム『やまがたｅ申請』を活用した電子申請を推進します。住民の利

便性の一層の向上が図られるようなサービスや、電子署名を省略できる簡易な手続きに

ついては、窓口業務の効率性の観点からも庁内の横断的な対応ができるような体制を考

え、ワンストップサービスの実現に向けた取組を行っていきます。 

◎マイナンバー制度と活用 
マイナンバー制度は平成２７年１０月より運用が開始され、平成２９年秋頃には、情報

提供ネットワークシステムへの接続が開始され、情報連携が始まることから、制度に則

したシステム改修等を継続的に進めるとともに、国等の動向を踏まえながら、有効活用

について検討します。 

◎自治体クラウドの導入検討 
複数の自治体が共同でシステムの開発や運用を行う「自治体クラウド」は、システムの

導入・改修・運用面での費用負担軽減などの効果が期待されることから、国や県、他の

自治体と連携しながら、導入について検討します。 
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◎地域情報化計画の計画管理 
社会情勢や住民ニーズの変化、施策の進行状況を踏まえながら、最上町地域情報化計画

の計画管理を行います。総合計画との整合性を図りながら、各施策の進行状況をチェッ

クするとともに、町民ニーズの変化や社会環境の変化、財政状況を鑑み、必要に応じて

計画の見直しを行います。また、行政サービスの向上を図るため、研修体制の充実と、

関係各課が一体となった情報化の推進体制を構築していきます。 

②子供を安心して産み育てられるまちづくりの推進に関する情報化 
子育てへの精神的、経済的不安、さらには妊娠、出産による育児と仕事の両立への不

安等の解消に向けて、行政と関係機関・団体との連携を密にした各種サービスの充実を

図るための情報化を推進します。 

◎子育て情報の提供と発信 
母子保健事業や子育て医療制度など、子育てに関する各種情報について、情報提供の充

実を図るとともに、きめ細かな相談体制を支援するためのＩＣＴ活用を検討します。 

③豊かな心と高い知識を育む学校教育の充実に関する情報化 
「この町を理解し、この町に住み続けようとする子ども」を本町が目指す子どもの姿

とし、関係機関をはじめ地域、家庭との連携を密にしながら、教育環境の整備を図るた

めの情報化を推進します。 

◎ＩＣＴ教育環境の整備 
本町では、平成２８年度よりＩＣＴ教育の推進に取り組んでおり、特色ある学校づくり

の推進に向けた学校教育の充実や教育環境の整備、進化する情報化社会環境への対応を

図るため、各小中学校の状況に合わせ、教育用パソコンを導入するなど、ＩＣＴ教育環

境の充実整備を計画的に推進します。 

④郷土を知り、郷土を愛し、郷土を支える人づくりの推進に関する情報化 
住民自身の自主・自発的な学習活動を可能にする環境体制づくりを進めるために、す

べての行政施策と住民活動との連携が図られた生涯学習体系を構築し、その実践をとお

して郷土を支える人づくりのための情報化を推進します。 

◎生涯学習環境の整備 
生涯学習環境の整備を推進するため、地区公民館の耐震や修繕を行うとともに、インタ

ーネット環境の整備や視聴覚機器の充実を推進し、「いつでも、どこでも、だれもが学

べる学習の場」の提供を図ります。 
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⑤より積極的な健康に支えられたまちづくりの推進に関する情報化 
ウエルネスタウン構想の基本理念である「より積極的な健康」を継承し、生活習慣病

や介護予防対策を推進するとともに、生涯スポーツや生涯学習と一体になった住民総参

加による健康づくり運動と環境整備を実現するために情報化を推進します。 

◎健康づくり情報の収集と発信 
保健指導や健康診断など、地域ぐるみの健康寿命の延長化に関する各種情報について、

情報提供の充実を図るとともに、意識啓発や相談体制を支援するためのＩＣＴ活用を検

討します。 

◎生涯スポーツ情報の提供 
町民のスポーツ、レクリエーション活動への積極的参加が得られるように、町民運動会

やグラウンドゴルフ、町民登山、スキーなどの生涯スポーツに関する各種情報について、

情報提供の充実を図るとともに、生涯スポーツの振興を支援するためのＩＣＴ活用を検

討します。 

⑥安全で安心して暮らせる環境づくりの推進に関する情報化 
少子化と高齢化、そして人口減少化の地域社会を現実のものとして受け止め、「医療」

「介護」「防災」「交通」といった住民の生活に直結する領域において、安全で安心かつ

安定した生活環境の整備を実現するための情報化を推進します。 

◎防災行政情報無線のデジタル化整備 
防災行政情報無線について、電波法の改正に伴い、現在のアナログ方式からデジタル化

に向けた整備を促進します。 

世界無線通信会議（ＷＲＣ）において、無線通信規則（ＲＲ）のスプリアス発射（必要

周波数帯の外側に発射される不要な電波）の強度の許容値が改正されました。これを受

け平成１７年１２月１日に無線設備規則が改正されました。 

これにより平成１７年１２月１日以前のスプリアス規格（旧規格）に適合する無線機器

のうち、平成１９年１１月３０日以前に製造されたものは、平成２９年１１月３０日ま

でに免許等を受けた場合又は無線局の免許がいらない無線機器の場合は、使用期限が平

成３４年１１月３０日までとなります。そのため、平成３４年１２月１日以降、旧規則

に基づく無線機器は、新規則の条件に適合する無線機器として変更許可など適合したこ

との確認を受けない限り、使用出来なくなりました。 

これにより、現在のアナログ方式の防災無線が使用出来なくなるため、デジタル化に向

けた整備を推進します。 

◎防災無線器バッテリー更新 
各種災害による停電が発生した際にも、防災無線の通信を確保し、町民へ適切な情報伝

達を可能とするため、防災無線器のバッテリー更新を行います。 
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◎最上地域医療情報ネットワークの推進 
切れ目のない医療サービスを提供するため、山形県立新庄病院と連携した医療情報ネッ

トワークである「もがみネット」の取り組みを推進します。 

◎地域型公共交通システム構築・運用 
持続可能な公共交通の実現に向け、デマンド交通やスクールバス混乗化などの新たな公

共交通システムの構築及び運用に向けたＩＣＴ活用について検討します。 
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２）ICTを活用した『食にやさしいまちづくり』の推進 
～地域資源をいかした活力ある総合型産業の推進～ 

①魅力ある農林水産業の推進に関する情報化 
稲作、畑作園芸の生産拡大のための支援や、新たな農林水産業への担い手に対する支

援、さらに農地の集積化と作業の受委託の推進、周年型経営の支援に関する情報化を推

進します。 

◎農林水産各種情報化の支援 
国・県、関係団体等と連携し、農林水産業への情報化を支援します。 

◎農業地図情報システム支援事業 
農業生産基盤の整備として農業委員会等で管理している農地情報（農地・ 農家・議案・

選挙人・農振・農地地図など）をデータ化し、一括管理する農業地図情報システムの支

援を行います。 

②総合型産業の推進に関する情報化 
異業種間（１次産業・２次産業・３次産業）の交流・連携を組み入れた“総合型産業”

への発展、農畜産物の加工による特産品の開発と雇用の場の創出に向けた実践への支援

につながる情報化を推進します。 

◎農観商工連携のための情報化の支援 
生産・加工・販売に至る各種情報の提供や、異業種間の交流・連携を組み入れた総合型

産業の発展に向けて、国・県、関係団体等と連携し、農観商工連携の情報化を支援しま

す。 

◎町外へのＰＲ活動強化 
既存の特産品のほか、地域に根ざした新たな特産品の開発を促すとともに、町外へ積極

的に情報提供を展開することで、農産物の販売や産業振興を促進します。 

③地域に根ざした商工業の推進に関する情報化 
中心商店街の活性化、魅力ある商店街づくりに向けたソフト・ハード面での取り組み、

商工業の育成や雇用の維持安定に向けた、新たな工夫や更なる産業間の連携に向け、情

報の発信を積極的に支援します。 

◎商工業の情報化の支援 
企業誘致に向けた情報発信や地場産業の振興に向けた情報発信を推進します。また、商

店街全体の集客力強化に向けて、国・県、関係団体等と連携し、商店街の情報化を支援

します。 
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３）ICTを活用した『環境にやさしいまちづくり』の推進 
～総合的な環境基盤の整備による、持続可能なまちづくり～ 

①生活基盤環境の整備促進に関する情報化 
冬期間の除排雪システムの構築、道路等生活基盤環境の整備において、住民目線に即

した複合的な施策を展開するための情報化を推進します。 

◎河川ライブカメラ等設置 
最上小国川等へライブカメラを設置し、超高速情報通信網を活用したライブ動画情報配

信システムの整備を検討します。 

②責任ある環境保全対策に関する情報化 
住民、事業者、行政等がそれぞれの持つ役割を認識しながら、環境への負荷の少ない

持続可能な社会を実現するための保全活動や、ごみの発生抑制や再利用等に関する情報

化を推進します。 

◎環境情報システムの整備 
本町の豊かで美しい環境を維持していく保全活動や、快適で環境にやさしい居住環境の

形成を目指し、環境関連データを活用した情報の分析や提供、環境保全に関する情報提

供の充実を行います。 

③資源循環による低炭素社会の推進に関する情報化 
地域資源の有効活用による低炭素社会に向けた可能性を広く検証、実用化するための

情報化を推進します。 

◎再生可能エネルギーのデータベース化と取引システムの整備 
新エネルギーや自然エネルギーといった再生可能エネルギーを活用した資源循環型社

会の形成に向けて、全てのエネルギーをデータベース化し一目で排出削減量等を確認で

きる仕組みを整備し、クレジット化に向けた取引システムの整備を検討します。 
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４）ICTを活用した『持続から発展のまちづくり』の推進 
～住む喜びを分かち合い、住んでみたいまちづくりの推進～ 

①雇用の促進と若者定住対策の充実に関する情報化 
まちの担い手不足を解消するため、若者層に重点を置いた定住対策と雇用環境の整備

を積極的に促進するための情報化を推進します。 

◎移住希望者への情報発信 
まちの担い手不足を解消するため、若者層に重点を置き、若者定住モデルタウンの整備

や空き家の有効活用などの定住対策や雇用環境の整備を進めるとともに、最上町定住支

援センターを中心に、情報の提供を強化します。 

②地域コミュニティの強化による、地域からの発展に関する情報化 
地域コミュニティの最小単位である“集落”を基盤にした住民自治の振興や、ボラン

ティアやＮＰＯ活動など地域に根ざした住民活動に対する積極的な支援に関する情報

化を推進します。 

◎ICTを活用した集落活性化の支援 
地域が主体的・継続的にＩＣＴを活用した交流や活動を行うことができる、場や情報提

供、地域ポータルサイト等の構築を支援します。 

③交流拡大・観光振興を通した活性化の推進に関する情報化 
観光ニーズの変化と多様化を踏まえ、地域の自然・文化・史蹟・産業等を観光資源と

して捉え活かし、各産業が連携する着地型観光の開発による観光客・観光人口の拡大と

観光振興に向けた情報化を推進します。 

◎観光・交流情報の発信 
各地の観光資源を活かした観光交流のほか、バイオマス施設や若者定住モデルタウンな

どへの視察など、地域の様々な資源や各産業が連携した着地型観光の開発など、地域の

魅力づくりを促進するとともに、地域ポータルサイトの充実など、地域の魅力を発信す

る取り組みを支援します。 



資 料 編 



◇用語解説◇ 

◆ＩＣＴ（Information and Communications Technology の略） 
情報・通信に関連する技術一般の総称でＩＴ（Information Technology）と同義語。多

くの場合「情報通信技術」と訳され、ＩＴの「情報」に加えて「コミュニケーション」

が具体的に表現されている点に特徴があり、ネットワーク通信による情報・知識の共有

が念頭に置かれた表現。 

◆ガバナンス体制 
統治体制のこと。ここでは、専門性を有する人材を育成・確保し、ＩＴ化や業務改革の

推進を統治する体制を指す。 

◆オープンデータ 
誰もが自由に利用でき、再利用や再配布が許可されているデータ。 

◆ビッグデータ 
従来のデータベース管理システムなどでは保管や解析が難しい、巨大で多様な種類のデ

ータ群のこと。 

◆ブロードバンド 
高速で大容量のデータ通信が可能な通信網のこと。一般には、ＡＤＳＬや光ファイバー

を使った、固定料金制のインターネットサービス。 

◆テレワーク 
通信ネットワークを利用して、オフィス以外の場所で働く労働形態。 

◆ＡＤＳＬ（Asymmetric Digital Subscriber Line の略） 
電話回線を利用し、高速のデータ通信を可能にした回線で、４０Ｍｂｐｓ程度の通信が

可能（光ファイバー回線よりも低速） 

◆光ファイバー 
ガラスやプラスチックの細い繊維でできた、光を通す通信ケーブルの回線。１０００Ｍ

ｂｐｓ以上の高速通信が可能 

◆ＬＧＷＡＮ（Local Government WAN の略） 
地方自治体のコンピュータネットワークを相互接続した広域ネットワーク。正式名称は

「総合行政ネットワーク」。中央省庁、都道府県、市区町村の庁内ネットワークが接続さ

れている。 



◆やまがたｅ申請 
インターネットからいつでもどこからでも申請・届出や施設の予約が行なえる電子申

請・施設予約サービス。電子申請サービスは、インターネットに接続したパソコンから、

山形県・県内の各市町村への申請・届出を行うことができるサービス。施設予約サービ

スは、インターネットに接続したパソコンや携帯電話から、山形県内の公共施設の空き

情報の照会、施設の利用申込（予約）、抽選申込等を行うことができるサービス。 

◆無線ＬＡＮ（Local Area Network の略） 
家庭や会社など限られた範囲の通信ネットワークのうち、電波を使って構築されたネッ

トワーク。Ｗｉ－Ｆｉ（Wireless Fidelity）は、無線ＬＡＮのうち、標準規格である

「IEEE802.11 シリーズ」に接続できると認証されたもの。 

◆情報リテラシー 
コンピュータやインターネットを使う能力。インターネットを活用して多様な情報を収

集、処理、活用する能力。 

◆地域ポータルサイト 
インターネットの玄関口となるＷｅｂサイト。地域（自治体）の観光情報やイベント情

報、お店の情報などを総合的に取り扱うサイトで、もがみポータルサイト「ＭＯＧＡＰ

Ｏ」（最上町観光協会）が該当する。 


